
 別 添 １ 

「公共サービス改革基本方針」（抄） 

平成１９年１０月２６日（閣議決定） 

 

第３ 法第７条第２項第３号から第８号までに掲げる事項 

法第７条第２項第３号から第８号までに掲げる事項に関する措置につい

ては、別表に基づき、計画的かつ着実に実施する。 

別表に盛り込まれた措置に関する進捗状況等については、監理委員会が

把握し、必要に応じ適切に関与するものとする。 

（別表） 

５．公物管理関連業務 

事項名 措置の内容等 担当府省 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２)工業用

水道施設の

維持管理業

務 

 

○ 工業用水道事業法（昭和33年法律第84号）に基づ

き地方公共団体が実施する工業用水道施設の維持管

理業務について、法の趣旨を踏まえ、各地方公共団

体の判断に基づく包括的な民間委託が円滑かつ適切

に推進されるよう、監理委員会と連携しつつ、以下

の措置を講じる。 

① 地方公共団体に対し、民間事業者に委託すること

が可能な業務の範囲について制限はないこと及び包

括的な民間委託が実施可能であることを周知すると

ともに、その実施に当たっては、透明性・競争性が

高く、より民間事業者の創意工夫が活かされる手法

の活用を検討すべきことについて周知する（平成19

年度）。 

② 地方公共団体における技術力の維持向上及び民間

委託を実施した際の官民間の責任分担の明確化に資

するため、引き続き工業用水道施設の運転、維持管

理に関するマニュアルの作成事例の収集、取りまと

めを進め、その一般的モデルを作成し公表する。 

③ 従来から取り組んでいる包括的な民間委託等に係

る事例紹介について、その事例に係る具体的メリッ

ト、実施上の留意点及び要求仕様書の内容に重点を

置いて取りまとめ、平成19年度中を目途に、地方公

共団体に周知し公表する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経済産業省 



（注） 公共サービス改革基本方針は、その後、平成19年12月24日にも改定されていま

すが、工業用水道施設の維持管理業務に関する記載は、平成19 年10 月26 日改定

と同内容となっています。 


